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令 和 元 年 1 2 月 1 1 日 （ 水 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（39名）

（ ）１番 日 髙 利 夫 東諸の未来を考える会

（ ）２番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）３番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）４番 来 住 一 人

（ ）５番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）６番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）７番 山 下 寿 同

（ ）８番 窪 薗 辰 也 同

（ ）９番 脇 谷 のりこ 同

（ ）10番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）11番 安 田 厚 生 同

（ ）12番 内 田 理 佐 同

（ ）13番 丸 山 裕次郎 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）16番 前屋敷 恵 美

（ ）17番 渡 辺 創 県 民 連 合 宮 崎

（ ）18番 髙 橋 透 同

（ ）19番 中 野 一 則 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 濵 砂 守 同

（ ）22番 西 村 賢 同

（ ）23番 外 山 衛 同

（ ）24番 日 高 博 之 同

（ ）25番 野 﨑 幸 士 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 二 見 康 之 同

（ ）34番 原 正 三 同蓬

（ ）35番 右 松 隆 央 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 井 本 英 雄 同

（ ）38番 徳 重 忠 夫 同

（ ）39番 山 下 博 三 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 郡 司 行 敏

副 知 事 鎌 原 宜 文

総 合 政 策 部 長 渡 邊 浩 司

総 務 部 長 武 田 宗 仁

危 機 管 理 統 括 監 藪 田 亨

福 祉 保 健 部 長 渡 辺 善 敬

環 境 森 林 部 長 佐 野 詔 藏

商工観光労働部長 井 手 義 哉

農 政 水 産 部 長 坊 薗 正 恒

県 土 整 備 部 長 瀬戸長 秀 美

会 計 管 理 者 大 西 祐 二

企 業 局 長 図 師 雄 一

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

総務部参事兼財政課長 吉 村 達 也

教 育 長 日 隈 俊 郎

公 安 委 員 長 藤 田 紀 子

警 察 本 部 長 阿 部 文 彦

代 表 監 査 委 員 緒 方 文 彦

人 事 委 員 長 濵 砂 公 一

事務局職員出席者

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 和 田 括 伸

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 補 佐 鬼 川 真 治

議 事 担 当 主 幹 山 口 修 三

議 事 課 主 査 井 尻 隆 太

議 事 課 主 任 主 事 三 倉 潤 也
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常任委員長審査結果報告◎

これより本日の会議を開き○丸山裕次郎議長

ます。

本日の日程は、常任委員長の審査結果報告か

ら採決までであります。

まず、議案第１号から第28号までの各号議案

を、一括議題といたします。

ここで、常任委員長の審査結果報告を求めま

す。まず、総務政策常任委員会、日髙陽一委員

長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○日髙陽一議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外７件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案委員会審

査結果表のとおり、いずれも全会一致で決定い

たしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、令和元年度宮崎県一般会計補正予算

（第４号）についてであります。

今回の補正は、国庫補助決定に伴うもの及び

その他必要とする経費について措置するもの

で、８億3,700万円余の増額となっており、歳入

財源の主なものは、国庫支出金１億5,700万円

余、繰入金２億200万円余、県債４億7,700万円

余であります。

この結果、補正後の一般会計の予算規模

は6,131億2,600万円余となります。

このうち、総合政策部の補正予算は、一般会

計で800万円余の増額であり、特別会計と合わせ

た補正後の予算額は165億3,500万円余となりま

す。

また、総務部の補正予算は、一般会計で６

億1,200万円余の増額であり、特別会計と合わせ

た補正後の予算額は2,700億8,000万円余となり

ます。

次に、国民スポーツ大会・全国障害者スポー

ツ大会に係る経費についてであります。

このことについて委員より、「さきに開催し

た県の実績等により試算した今回の概算事業費

のうち、施設整備費については、今後の物価変

動等でさらにふえることはないのか」との質疑

があり、当局より、「新たに県が整備する陸上

競技場と体育館については、現在、基本設計を

行っており、今後より精度の高い事業費が算出

されることとなる。現時点で、今後の資材費や

人件費の推移を見込むことは困難であるが、今

回試算した概算事業費を目標に、総額としてこ

れを超えることがないように進めていく必要が

あると考えている」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、事業費の最大限

の低減を目指すとともに、施設整備後の維持管

理費も含め、より精度の高い事業費を可能な限

り早急に算出し、速やかに報告していただくよ

う要望します。

次に、県有施設維持整備基金等についてであ

ります。

このことについて委員より、「今回の補正で

防災拠点庁舎建設事業に充当後の県有施設維持

整備基金の残高はどれぐらいか。また、国民ス

ポーツ大会の施設整備にも活用する必要がある

が、どれぐらい積み立てる必要があるのか」と

の質疑があり、当局より、「繰り入れ後の基金

残高は、237億円程度である。基金の適正規模と

いうものはないが、少しでも多くの残高を確保

できれば、県債の発行が抑制できる上、当該基

用金は公共施設の老朽化対策の財源としても活

していくため、可能な限り積み立てたいと考え

令和元年12月11日(水)
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令和元年12月11日(水)

ている」との答弁がありました。

また、このことに関連し別の委員より、「今

定例会に解散を提案している県住宅供給公社の

剰余金が60億円以上あると聞いているが、どの

ように活用するのか」との質疑があり、当局よ

り、「提出している議案が可決されれば、国土

交通省の認可を得て、清算手続に入ることとな

るが、県への返還が確実となれば、貴重な財源

として、その使途を議会に報告した上で活用し

ていきたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、健全な財政を維

持するため、基金残高の管理にもしっかりと取

り組んでいただくよう要望をいたします。

なお、今定例会において、商工建設常任委員

会に付託されています議案第２号に関して、同

委員会との合同審査会を行いましたが、その審

査概要については、同委員長が報告いたしま

す。

最後に、「総合政策及び行財政対策に関する

調査」につきましては、地方自治法第109条第８

項の規定により、閉会中の継続審査といたした

いので、議長においてその取り扱いをよろしく

お願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、厚生常任委員会、岩○丸山裕次郎議長

切達哉委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○岩切達哉議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外２件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案委員会審

査結果表のとおり、いずれも全会一致で決定い

たしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、福祉保健部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で400万円余の増額で

あり、一般会計と特別会計を合わせた補正後の

予算額は2,278億4,400万円余となります。

このうち、新規事業「外国人患者受入れ環境

整備推進事業」についてであります。

この事業は、増加する訪日外国人や在留外国

人に対して、県内医療機関の外国人患者受け入

れ環境整備を推進することで、外国人が安心し

て医療を受けられる体制を構築するものであり

ます。

このことについて委員より、「さまざまな関

係機関による対応が必要となるが、どのように

体制づくりを進めていくのか」との質疑があ

り、当局より、「課題の整理や対応方針検討の

ため、さまざまな関係機関が参加する協議の場

を設けることや、医療機関に対するセミナーを

開催することで、しっかり連携しながら体制を

整えていきたい」との答弁がありました。

次に、民生委員・児童委員の一斉改選につい

てであります。

このことについて当局より、「民生委員等の

定数は、宮崎市を除く市町村で1,700名であるこ

とに対して、委嘱者数は1,600名で、充足率

は94.1％となっている。これは前回の一斉改選

時より約３％低くなっており、民生委員のなり

手がいない地区がふえている」との報告があり

ました。

当委員会といたしましては、今後ますます、

民生委員のなり手不足が進むことが懸念される

ことから、各市町村の民生委員の業務実態や支

援策を把握した上で、特になり手が少ない市町

村との意見交換を積極的に進めていただくこと
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を要望します。

次に、第２期みやざき子ども・子育て応援プ

ランについてであります。

このことについて委員より、「保育の無償化

や幼保一元化に対応した施設整備が進む中、ソ

フト面でどのような支援を行うのか」との質疑

があり、当局より、「県民意識調査では、子育

てに対する不安や負担を感じる方が６割を超え

る状況が依然として改善しないことから、市町

村と連携して、子育てについて相談できる拠点

の全ての市町村への設置を目標とするなど、安

心して子育てができる環境を整えたい」との答

弁がありました。

また、別の委員より、「合計特殊出生率を令

和６年までに1.84まで引き上げることは難しい

のではないか」との質疑があり、当局より、

「県の総合計画で掲げる目標をもとに定めてお

り、福祉保健部はもとより、関係部局の施策を

含め、全庁的な取り組みにより達成したい」と

の答弁がありました。

次に、県立病院事業の令和元年度上半期の業

務状況等についてであります。

このことについて当局より、「前年度と比

べ、抗がん剤などの高額医薬品の使用に伴う材

料費や患者給食の業務に伴う委託費が増加して

いるものの、入院患者数の増や１人当たりの入

院・外来収益の増により、令和元年度の１年間

の決算見通しは、4,500万円余の黒字を見込んで

いる」との報告がありました。

当委員会といたしましては、当局の県立病院

事業の運営に係る経費削減等の取り組みについ

て高く評価するとともに、医療従事者の処遇

や、子育てへの支援や配慮についても、より一

層取り組んでいただくことを要望いたします。

最後に、「福祉保健行政の推進及び県立病院

事業に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、商工建設常任委員○丸山裕次郎議長

会、日高博之委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告申し○日高博之議員

上げます。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外９件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案委員会審

査結果表のとおり、いずれも全会一致で決定を

いたしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

議案第２号「令和元年度宮崎県小規模企業者

等設備導入資金特別会計補正予算（第１号）」

についてであります。

これは、宮崎カーフェリー株式会社の新船建

造に係る資金の一部を県が貸し付けるための経

費40億円について、令和４年度までの債務負担

行為を設定するものであります。

この議案については、これまで総務政策常任

委員会で新船建造に関する報告を受けてきた経

緯等を踏まえ、同委員会との合同審査会を開催

いたしました。

この合同審査会では、まず、今後の収支の見

通し、貸付金額の根拠などについて、当局から

の説明があり、これに対する質疑が行われまし

た。

また、委員会日程の２日目には、新・旧の宮

崎カーフェリー株式会社の代表及び社外取締役

を務める郡司副知事を参考人として招致し、そ
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の後、河野知事にも出席を求め、活発な質疑が

行われるなど、休日を含み４日間にわたる審査

を行いました。

審査では、あらゆる観点からの熱心な議論が

なされたところでありますが、その中から、主

なものを３つに整理して報告いたします。

まず１つ目は、経営計画の妥当性についてで

あります。

このことについて委員より、「収支計画にあ

るように、確実に黒字化する見通しがあるの

か」との質疑があり、参考人の現宮崎カーフェ

リー株式会社の代表取締役より、「トラック積

載台数の増加による需要の取り込みなどにより

収入をふやすとともに、費用の多くを占める燃

料油の仕入れ価格の引き下げ交渉などにより経

費を抑えることで利益を出す見込みであり、収

支計画は十分に達成できると考えている」との

答弁がありました。

次に、２つ目は、年内契約の必要性と安全性

の担保についてであります。

このことについて委員より、「年内契約の必

要性があるのか」との質疑があり、当局より、

「造船所の船台の予約を既に行っており、その

スケジュールの都合はもとより、来年１月１日

に施行されるＳＯｘ規制強化に伴う燃料費負担

増を抑えるために、ＳＯｘ規制に対応した新船

の早期建造が必要となっているためである」と

の答弁がありました。

また、参考人質疑において複数の参考人よ

り、「ＳＯｘ規制が強化されることに加えて、

旅客船が座礁や衝突により損傷しても、沈まず

に復原性を維持する損傷時復原性を確保するた

めの基準が来年１月１日に改正される予定であ

り、改正後は新たな基準に適合した船舶とする

必要があるが、現行の基準においても安全性は

担保されていることから、年内に建造契約を締

結したいと考えている」との答弁がありまし

た。

これに対し別の委員より、「経済性を優先し

たものではないのか」との質疑があり、当局よ

り、「人命を第一に、安全性に配慮した構造に

することは、県が出資している会社であること

からも非常に大事であるので、安全性の確保に

ついて責任を持って会社に申し入れたい」との

答弁がありました。

当委員会といたしましては、より安全性を尊

重した船舶を建造することを強く要望いたしま

す。

最後に３つ目は、金融機関の貸付利率につい

てであります。

このことについて複数の委員より、「金融機

関からの融資に適用される貸付利率の計画値

が2.5％となっているが、民間企業への一般的な

貸付利率と比較すると高過ぎるのではないか。

新船建造にオール宮崎で取り組むのであれば、

金融機関と再度交渉して、少しでも利息負担を

減らすよう最大限の努力をすべきではないか」

との意見がありました。

このことについて、知事に対し貸付利率低減

のために金融機関と交渉するよう要請を行った

ところ、知事より、「カーフェリー航路は本県

経済の生命線であり、本県の将来のためにも政

治生命をかけて維持していかなければならない

覚悟を持っており、金融機関との交渉について

も取り組んでまいりたい」との答弁があり、最

終日には、その後の交渉を踏まえて、当局よ

り、「４行のうち３行については貸付利率を下

げるとの確約を得るとともに、残り１行につい

ても、現在、要請活動を行っているところであ

る」との答弁がありました。
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当委員会といたしましては、会社の経営安定

はフェリー航路の維持や長期的な収支計画の改

善において重要であることから、貸付利率の低

減について、引き続き努力を行うよう強く要望

いたします。

このほか、県が40億円、宮崎市が５億円を貸

し付ける負担割合について、「宮崎市に対して

さらなる支援を再度要請するべきではないか」

との意見がありました。

なお、委員より当議案に係る附帯決議の提出

が提案されましたが、全会一致とならず、委員

会としての提出は見送ることとなりました。

最後に、「商工観光振興対策及び土木行政の

推進に関する調査」につきましては、地方自治

法第109条第８項の規定により、閉会中の継続審

査といたしたいので、議長においてその取り扱

いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、環境農林水産常任委○丸山裕次郎議長

員会、野﨑幸士委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○野﨑幸士議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外６件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案委員会審

査結果表のとおり、いずれも全会一致で決定い

たしました。

以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、環境森林部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で5,100万円余の増額

であり、この結果、特別会計を合わせた補正後

の予算額は246億5,300万円余となります。

次に、環境森林部所管工事の入札における不

調・不落対策についてであります。

このことについて当局より、「環境森林部の

工事は、地形が急峻な山間部など、条件の厳し

い現場が多いことなどから、令和元年度上半期

の不調・不落の発生率が37.5％に及んでいるた

め、これまでの対策に加え、支障木伐採等の費

用の積算方法の見直しや労務単価の高い山林砂

防工の適用範囲の拡大を行うことで、不調・不

落の防止を図っていきたい」との報告がありま

した。

これに対して委員より、「不調・不落を防止

するためには、業者に余裕がある年度当初に発

注するなど、施工時期の平準化も必要ではない

か」との質疑があり、当局より、「施工時期の

平準化については、業者からも強い要望がある

ことから、測量・設計の前年度予算化を国に要

望するとともに、債務負担行為の活用なども含

め、今後も、その平準化に向けて積極的に取り

組んでまいりたい」との答弁がありました。

また、別の委員より、「今回の対策とあわせ

て、大規模災害等が発生した際にもしっかり対

応できるよう、適正な積算を行うなど、業者の

育成にも取り組んでいただきたい」との要望が

ありました。

次に、農政水産部の補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、一般会計で１億5,900万円余の

増額であり、この結果、特別会計を合わせた補

正後の予算額は429億6,400万円余となります。

このうち、「サツマイモ基腐病緊急対策推進

事業」についてであります。

この事業は、沖縄県や鹿児島県に続き、本県

でも発生したサツマイモ基腐病の被害拡大を防

止するため、健全な種芋や苗への更新等を推進
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を絶ち、将来にわたり持続可することで感染源

能な産地の復興を図るものです。

このことについて複数の委員より、「抜本的

な防除対策を確立するためには、県内で発生し

た感染経路の解明が必要ではないか」との意見

があり、当局より、「昨年度から、国立研究開

発法人農業・食品産業技術総合研究機構を中心

に、本県総合農業試験場、鹿児島県農業開発総

合センターが連携し、伝染源の解明や防除体系

の構築に向けた研究に取り組んでいる。引き続

き、関係機関と連携しながら研究を重ね、感染

経路の解明等に努めてまいりたい」との答弁が

ありました。

これに対して委員より、「徹底した防除対策

とあわせて、農家の生産意欲が低下しないよ

う、市町村や関係機関と連携し、農家の意向も

確認しながら、代替作物への転換に向けた支援

など、さまざまな対策を講じていただきたい」

との要望がありました。

次に、川崎市内県有地の貸し付けに係る優先

交渉権者の決定についてであります。

このことについて当局より、「首都圏への農

産物を含む県産品輸送の安定的で効率的な物流

体制を構築するため、プロポーザル方式によ

り、県有地の貸し付けに係る優先交渉権者を選

定した。今後は、契約締結に向けて貸付料や契

約期間、具体的な利用計画等について協議して

いく」との報告がありました。

これに対して複数の委員より、「農産物等の

流通施設であることが前提となっているが、売

却や他の利活用については検討したのか」との

質疑があり、当局より、「当該県有地は、川崎

市へのフェリー就航に合わせて、本県の基幹産

業である第１次産業を支援するために取得した

土地であるため、農産物等の流通拠点施設を整

備することを前提に検討した」との答弁があり

ました。

また、複数の委員より、「本県は首都圏から

遠く、運送業界の人手不足も課題となっている

中で、将来的にも農産物等の物流拠点として機

能するのか」との質疑があり、当局より、「パ

レット輸送などによる荷役作業の負荷軽減や休

憩施設の整備等によるドライバーの負担軽減と

あわせて、鮮度を保持するためのコールド

チェーン体制の整備や、関係機関が一体となっ

て品目を絞った効率的な生産・輸送に取り組む

ことで、将来にわたって持続可能な輸送体制を

構築してまいりたい」との答弁がありました。

当委員会といたしましては、県有地は県民の

大切な財産であり、最大限有効に活用する必要

があることから、県の貸付料の確保はもとよ

り、本県農業と運送業界の振興に寄与する物流

拠点施設となるよう、優先交渉権者と協議して

いただくよう要望します。

最後に、「環境対策及び農林水産業振興対策

に関する調査」につきましては、地方自治法

第109条第８項の規定により、閉会中の継続審査

といたしたいので、議長においてその取り扱い

をよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

次は、文教警察企業常任委○丸山裕次郎議長

員会、渡辺創委員長。

〔登壇〕（拍手） 御報告いた○渡辺 創議員

します。

今回、当委員会に付託を受けました案件は、

議案第１号外５件であります。慎重に審査をい

たしました結果、お手元に配付の議案委員会審

査結果表のとおり、全会一致で決定いたしまし

た。
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以下、審査の主な概要について申し上げま

す。

まず、公営企業会計補正予算についてであり

ます。

今回の補正は、電気事業会計において、事業

費及び資本的支出で2,800万円余の減額補正を行

うものであり、この結果、補正後の事業費及び

資本的支出の合計は68億5,200万円余となりま

す。

これは、綾第二発電所大規模改良事業につい

て、令和３年度中にＦＩＴ（再生可能エネル

ギー固定価格買取）制度の確実な認定を受ける

ため、設計と施工を分離発注する方式の当初計

画から、早期に事業を進められる設計と施工を

一括発注する方式に変更することに伴うもので

す。

このことについて委員より、「当初計画と変

更計画で、どれだけの収入の差があるのか」と

の質疑があり、当局より、「ＦＩＴ制度認定を

受けると、１キロワットアワー当たり20円とな

り、現在の売電価格の8.7円で計算した場合と比

べると、約11円高くなる。綾第二発電所は、年

間１億キロワットアワーの発電量があるため、

年間で約11億円の収入増となり、20年間では

約220億円の増加が見込まれる」との答弁があり

ました。

これに対して委員より、「変更計画は相当の

効果が見込まれるが、企業局において十分検討

された結果であり、高く評価したい」との意見

がありました。

次に、教育委員会における運転免許証保有の

調査結果についてであります。

このことについて当局より、「公立小学校教

頭の無免許運転に伴う現行犯逮捕を受け、教職

員に対して、運転免許証保有の緊急点検調査を

行ったところ、不適正な事案が２件あり、現

在、詳細な調査を行っている。事実関係が明ら

かになり次第、厳正に対処したい」との報告が

ありました。

これに対して委員より、「大半の教職員が一

生懸命教育活動をされている中で、非常に残念

である。今回の事案は、無免許の状態で通勤や

公務で車を運転したものであり、現行犯ではな

いが、明らかに法律違反である。教育委員会と

しての処分があり得るのか」との質疑があり、

当局から、「事実関係が明らかになった時点

で、我々としても厳正に判断していきたい」と

の答弁がありました。

当委員会といたしましては、児童生徒の見本

となるべき教職員の不祥事は、県民の信頼を失

うことにつながるため、教育委員会において、

今回の事案に至った原因の究明と、万全の再発

防止策を講じていただくよう要望いたします。

次に、県警察本部によるストーカー事案への

対応についてであります。

このことについて複数の委員より、「ストー

カー事案の行政措置実施状況について、県内の

警告と禁止命令の合計数は全国７位となってお

り、九州内で他県と比較した場合は、禁止命令

より警告の割合が高いが、これは県警として何

か方針があるのか」との質疑がありました。

これに対して当局より、「被害防止、被害者

保護のため、手続上、時間がかかる禁止命令よ

りも、予防先制的に書面警告を行って、対象者

に行為をやめさせている。また、被害の度合い

が高い場合、また再被害の発生が予想される場

合には、禁止命令をかける準備も同時並行で

行っており、警告に応じない対象者には禁止命

令を行い、それに違反した場合には即座に身柄

拘束を行っている」との答弁がありました。
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これに対して複数の委員より、「事前の予防

的警告は、抑止効果が期待できる。宮崎県警に

おける警告や禁止命令の件数が多いことは、被

害者に寄り添った対応と言えるのではないか」

と評価する意見がありました。

最後に、「教育及び警察行政の推進並びに公

営企業の経営に関する調査」につきましては、

地方自治法第109条第８項の規定により、閉会

中の継続審査といたしたいので、議長において

その取り扱いをよろしくお願いいたします。

以上をもって、当委員会の報告を終わりま

す。（拍手）〔降壇〕

以上で、常任委員長の審査○丸山裕次郎議長

結果報告は終わりました。

委員長の審査結果報告に対する質疑、討論の

通告はありません。

議案第１号から第28号まで採決◎

これより採決に入ります。○丸山裕次郎議長

まず、議案第１号から第28号までの各号議案

について、一括お諮りいたします。

各号議案に対する委員長の審査結果報告は可

決であります。委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。○丸山裕次郎議長

よって、各号議案は委員長の報告のとおり可決

されました。

閉会中の継続審査及び継続調査案件採決◎

次に、お手元に配付のとお○丸山裕次郎議長

り、各常任委員長及び議会運営委員長から閉会中

の継続審査及び調査の申し出がありますので、こ

れを議題といたします。〔巻末参照〕

閉会中の継続審査及び調査については、各委員

長の申し出のとおり決することに御異議ございま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。○丸山裕次郎議長

よって、各委員長の申し出のとおり、閉会中の

継続審査及び調査とすることに決定いたしまし

た。

議員発議案送付の通知◎

次に、お手元に配付のとお○丸山裕次郎議長

り、委員会及び議員から議案の送付を受けまし

たので、事務局長に朗読させます。

〔事務局長朗読〕

令和元年12月11日

宮崎県議会議長 丸山裕次郎 殿

提出者 議会運営委員長 外山 衛

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第２項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第１号

国土強靱化対策の更なる推進を求める意見書

議員発議案第２号

被災者生活再建支援法の改正を求める意見書

議員発議案第３号

太陽光発電の適切な導入に向けた制度設計

と運用を求める意見書

議員発議案第４号

水産業の体質強化を求める意見書

令和元年12月11日

宮崎県議会議長 丸山裕次郎 殿

提出者 宮崎県議会議員 日高 博之

中野 一則
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外山 衛

山下 博三

窪薗 辰也

議員発議案の送付について

下記の議案を会議規則第16条第１項の規定に

より提出します。

記

議員発議案第５号

宮崎カーフェリー株式会社への貸付に係る

附帯決議

議員発議案第１号から第５号まで追加上程◎

ただいま朗読いたしました○丸山裕次郎議長

議員発議案第１号から第５号までの各号議案を

日程に追加し、議題とすることに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、そ○丸山裕次郎議長

のように決定いたしました。

まず、議員発議案第１号から第４号までの各

号議案を、一括議題といたします。

お諮りいたします。

各号議案については、会議規則第39条第３項

の規定により、説明を省略して直ちに審議する

ことに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、そ○丸山裕次郎議長

のように決定いたしました。

質疑の通告はありません。

討 論◎

これより討論に入ります。○丸山裕次郎議長

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。来住一人議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○来住一人議員

ざいます。

私は、日本共産党を代表して、ただいま議題

となっております議員発議案第１号「国土強靱

化対策の更なる推進を求める意見書」につい

て、反対の立場から討論をいたします。

大規模な災害が相次いでおります。連続する

大地震に、日本列島の地震活動が活発になって

いるという指摘もあります。風水害の激甚化

は、地球規模での気候変動が影響していること

は否定できないと思います。

自然災害が多発する日本列島で、国民の命と

財産を守ることは政治のかなめであり、従来の

延長線上でない防災・減災対策の抜本的な強化

が求められていると思います。

こうしたもとで公共事業を、これまでのよう

に大規模開発、新規事業優先で進めてよいのか

が問われております。安全・安心の防災・減災

対策、老朽化対策を公共事業の基本に据えるこ

とが必要であると考えます。

我が党が問題にする一つが、本意見書の国土

強靱化基本法に対する態度であります。強靱化

基本法には幾つかの問題がありますが、一つだ

け挙げておきたいと思います。

それは、基本法が巨大開発事業の復活、拡大

を進める根拠を与えたことであります。基本方

針には、「国家及び社会の重要な機能の代替性

の確保」「国際競争力の向上」を基本理念に掲

げており、その結果が大都市環状道路、巨大ダ

ム事業、国際コンテナ戦略港湾などの大規模開

発事業に巨額の財政が投入されております。凍

結・見直しされた関門海峡横断道路、ダム再生

事業、新たな新幹線計画への調査費計上など復

活させようとしています。

大型開発には巨額の予算が注ぎ込まれる一方

で、防災・減災対策の公共事業は大きく立ちお
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くれております。2018年度の防災・安全交付金

は１兆1,028億円でありましたが、地方が要望し

た額は２兆円でありました。したがって、地方

が必要とする防災・老朽化対策の半分を切り捨

てているものであります。

国土強靱化基本法の問題点に触れず予算確保

を要求することは、自己矛盾に陥ると思いま

す。

第２の問題は、意見書が「長期安定的に必要

な社会資本整備、管理が進められるよう、新た

な財源を創設すること」と述べていることであ

ります。「新たな財源を創設する」とは、広く

解釈することができます。新たに広く国民に税

負担を求め財源を確保することも、当然、この

解釈の中に入ります。

防災・減災、さらに老朽化対策などの名目を

もって、国民に新たな税を求めることができる

のか。国民生活の実態からもできません。ま

た、日本の経済のあり方からも、国民にこれ以

上の負担を求めてはならないと思います。

1989年の税収は、所得税が約26兆円、法人税

が19兆円、消費税が３兆3,000億円でありまし

た。2019年の予算でありますけど、所得税が19

兆9,000億円、法人税が12兆9,000億円、消費税

が19兆4,000億円。この間に、所得税と消費税

は、29兆3,000億円が39兆3,000億円に10兆円ふ

えて、法人税は７兆円減少しています。国民に

とっては、消費税と所得税だけではありませ

ん。国民健康保険税や介護保険料などがあり、

国民の可処分所得は減り続けております。それ

によって、日本は経済成長がとまった国となり

ました。

国際通貨基金（ＩＭＦ）の統計で見ると、こ

の20年間で、名目ＧＤＰ国民総生産の伸び率

は、オーストラリアが23 1 . 9％、アメリカ

が139.9％、イギリスが123.2％、フランス

は82.0％、ドイツが70.5％、イタリアが61.2％

であるのに対し、日本は2.8％であります。

大企業は史上空前のもうけを上げ、内部留保

は440兆円に達しております。一方で、法人税

の税収は減少しており、税のあり方が問われて

いると思います。今以上に国民に税負担を求め

るなら、国内消費はさらに落ち込み、経済が後

退することは必至であります。それは、税収の

落ち込みに連動することとなります。

税制のあり方について述べることはいたしま

せんが、本意見書は以上のような問題点を含ん

だものであり、同意できないものであります。

以上で討論を終わります。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありま○丸山裕次郎議長

せん。

以上で討論は終わりました。

議員発議案第１号採決◎

これより採決に入ります。○丸山裕次郎議長

まず、議員発議案第１号についてお諮りいた

します。

本案を原案のとおり可決することに賛成の議員

の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は○丸山裕次郎議長

原案のとおり可決されました。

議員発議案第２号から第４号まで採決◎

次に、議員発議案第２号か○丸山裕次郎議長

ら第４号までの各号議案について、一括お諮り

いたします。

各号議案を原案のとおり可決することに御異議

ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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御異議なしと認めます。○丸山裕次郎議長

よって、各号議案は原案のとおり可決されまし

た。

議員発議案第５号提案理由説明◎

次に 議員発議案第５号を○丸山裕次郎議長 、

議題といたします。

ここで、提出者に提案理由の説明を求めま

す。日高博之議員。

〔登壇〕（拍手） それでは、○日高博之議員

ここで発議者を代表して、「宮崎カーフェリー

株式会社への貸付に係る附帯決議」の提案理由

を説明させていただきます。

宮崎カーフェリー株式会社は、フェリー船舶

の老朽化や、昨今の旅客・貨物ニーズへ対応す

るため、新船の建造を計画していますが、設立

間もなく、自己資金の蓄積が十分ではないこと

などから、建造費を金融機関からの資金調達で

賄うことができず、行政支援を要請していると

ころであります。

この要請に関連して、県当局から、新船建造

資金として40億円を貸し付ける旨の議案が今議

会に提出されました。

これを受け、本県議会は、今後の同社の収支

見通しを初め、貸付金額の根拠などについて、

参考人招致を行うなど慎重かつ綿密に審議を重

ね、さまざまな議論がなされたところでありま

す。

一方、本県は、関東・関西などの大消費地か

ら遠隔地にあるため、本県経済の持続的な発展

を図っていくためには、長期的かつ安定的に長

距離輸送を確保していくことが極めて重要に

なってきます。

また、トラックドライバーの不足や長時間労

働の是正などから、長距離輸送が困難化しつつ

あるため、その対策として、ドライバーの就労

条件を改善するとともに大量輸送能力にすぐれ

た長距離フェリー航路への期待は高まっている

状況にあります。

そのため、今回の新船建造に際しては、船体

の安全対策はもちろんのこと、同社の収支計画

が着実に達成され、貸付金の返済が確実に行わ

れるよう、同社への貸し付けに係る債務負担行

為の設定に当たっては、１つ、今後とも宮崎市

に対し、会社経営安定化に向けた支援を働きか

けること、２つ、同社に対する金融団の貸付利

子の低減を含め、支払い利息の圧縮に向け、さ

らに取り組むこと、３つ、貸付金が確実に償還

されるよう、県は同社に対し徹底した経営指導

を行うこと、以上３つの事項を求めるものであ

ります。

何とぞ議員各位の御理解と御賛同をいただき

ますようお願い申し上げまして、提案理由の説

明とさせていただきます。（拍手）〔降壇〕

提出者の説明は終わりまし○丸山裕次郎議長

た。

質疑の通告はありません。

討 論◎

お諮りいたします。○丸山裕次郎議長

本案については、会議規則第39条第３項の規

定により、委員会の付託を省略して直ちに審議

することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議ありませんので、そ○丸山裕次郎議長

のように決定いたしました。

これより討論に入ります。

討論の通告がありますので、発言を許しま

す。満行潤一議員。

〔登壇〕（拍手） 県民連合宮○満行潤一議員
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崎、満行潤一です。

議員発議案第５号「宮崎カーフェリー株式会

社への貸付に係る附帯決議」について、反対の

立場で討論をいたします。県民連合宮崎は、40

億円融資に伴う債務負担行為については、先ほ

どの採決で賛成しました。

県民連合宮崎は、40億円融資について、各議

員が返済に対する不安を抱き、さまざまな意見

を出し合い、熱心に議論されたことには、敬意

を表するものです。

しかし、この附帯決議案提出については、委

員会審査の中で、「附帯決議案の中身は委員長

報告に盛り込めば事足りる」との理由で賛同し

ませんでした。

この決議案に反対する理由を簡潔に申し上げ

ます。

まず、記書き１についてです。「今後とも宮

崎市に対し」とありますが、決議に特定自治体

名を表記することは、対等な関係にある他の自

治体に対して礼を失することにならないか。名

指しされた宮崎市、宮崎市議会から、「なぜ、

宮崎市だけ支援の働きかけなのか」との反発は

当然予想されます。例えば国会決議で、「宮崎

県に対し」と名指しされることを想像していた

だきたい。

カーフェリーの恩恵は県内広く、多くの県

民、企業に及びます。むしろ、オール宮崎とし

て支える意味からも、全ての自治体に会社支援

を働きかける、そのような決議が求められると

思います。各議員の冷静な判断を求めるところ

であります。

記書き２には、「会社に対する金融団の貸付

金利の低減を含め」とありますが、金利は、提

供できる担保物件や長期的財務内容など、信用

リスクの高低によって、市場原理により必然的

に決まります。新会社は、旧会社の清算の後に

設立され、また設立から間もなく、自己資金も

十分にない状況にあります。旧会社の清算に当

たって、債権放棄をしていただいた金融機関も

あります。

こうした中、県当局の関与があったからこ

そ2.5％の金利に落ちついたはずです。会社に

対し、「支払利息の圧縮に向け努力するよう要

請する」という表現で十分だと考えます。

重ねて、各議員の冷静な判断を要請し、私の

討論といたします。（拍手）〔降壇〕

ほかに討論の通告はありま○丸山裕次郎議長

せん。

以上で討論は終わりました。

議員発議案第５号採決◎

これより採決に入ります。○丸山裕次郎議長

議員発議案第５号についてお諮りいたしま

す。

本案を原案のとおり可決することに賛成の議員

の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

起立多数。よって、本案は○丸山裕次郎議長

原案のとおり可決されました。

議員派遣の件◎

次に、議員派遣の件を議題○丸山裕次郎議長

といたします。

お諮りいたします。

会議規則第127条の規定により、お手元に配

付のとおり、議員を派遣することに御異議あり

ませんか。〔巻末参照〕

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

御異議なしと認めます。○丸山裕次郎議長

よって、お手元に配付のとおり、議員を派遣す
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ることに決定いたしました。

以上で、今期定例会の議事○丸山裕次郎議長

は全て終了いたしました。

知事発言◎

〔知事「議長」と呼ぶ〕

知事。○丸山裕次郎議長

〔「発言の意図がわからない」と呼ぶ者

あり〕

発言のお許しをいただ○知事（河野俊嗣君）

きましたことに、感謝を申し上げます。

県議会の皆様には、フェリーの新船建造に関

する議案について、熱心に御審議を賜り、議決

いただきましたことに対し、心より感謝を申し

上げます。

この議案につきまして、さまざまな御意見が

ありましたこと、重く受けとめなければならな

いと考えております。本県経済の生命線であり

ます長距離フェリー航路の長期的かつ安定的な

維持に向けて、今後とも全力を挙げて取り組ん

でまいる所存であります。

引き続き、県議会の皆様の御理解と御協力を

お願い申し上げます。以上であります。

閉 会◎

本年も、あと二十日を残す○丸山裕次郎議長

のみとなりました。

執行部及び議員各位におかれましては、一層

御自愛の上、新たな年を御健勝で迎えられます

よう、心から祈念申し上げます。

これをもちまして、令和元年11月定例県議会

を閉会いたします。

午前10時55分閉会
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